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Abstract In these days, the number of people that have difficulty in shopping groceries is 

increasing, due to the closing of grocery stores and super market around them. This study aims to 

predict the probability of each stores’ closing. First, we estimate the sales of each store with the 

data of population distribution and consumption expenditure for groceries. Second, using that data, 

we propose the method for prediction the probability of stores by partial logistic model. 
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1. はじめに 

 「フードデザート」という言葉が注目されている．

これは，食料品店の相次ぐ撤退・閉店により店舗へ

の近接性が悪化し，食料品の購入が困難な状況を指

す．2000 年以前から海外事例が顕在化し，日本でも

買物難民の推定値が 600 万人という国からの発表 1)

や，食料品アクセスマップ 2) の作成などをうけ，社

会的問題としての認識，対策検討が行われつつある． 

 フードデザートの主な要因の一つに，食料品店の

閉店がある．アクセス可能な地域に食料品店が存在

しなければ，住民は配達サービスや通信販売，公共

交通利用など，より費用の掛かる購買手段を選択す

る必要があり，経済的・社会的に弱い立場の住民の

中には，その手段を全て失ってしまう可能性がある

ものもいる．この問題に対応するには，店舗の閉店

を事前に予測し，適切な施策を講ずる必要がある．  

店舗の閉店予測に関する既存研究には，まず，西 

 

岡ら（2010）3)があり，大規模店舗商業施設の立地

シミュレーションを行う中で，生存曲線による店舗

の存続年数に応じた生存率を明らかにした．しかし，

両者の関係の傾向把握に留まっており，個々の店舗

の閉店確率予測という点には十分に応えていない． 

 また，崔（2012）4)は，1000 ㎡以上の食料品店に

ついて，ロジットモデルにより，店舗の立地，周辺

競合店舖の立地動向などの地理的要因から個々の

店舗の閉店確率推定を可能にした．しかし，モデル

自体が静的なものであり，分析期間中の店舗の閉店

時期や変数の時系列的な変化を考慮に入れていな

いことから，将来予測への適用は困難である．以上

を踏まえ，本研究では，店舗撤退の意思決定要因の

一つである個々の店舗売上を，店舗規模と周辺の人

口分布変遷から時系列的に推定し，近い将来を含め

た閉店確率を，時系列的に予測する手法を提案する．

その結果を，問題が発生しうる地域の発見や，問題

の発生可能性が高い地域における事前対応策の検

討に役立てていく事を目的とする． 
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2．本研究の流れと利用データ 

分析の流れとして，まず，近年の食料品店の閉店

状況の概観を行う．そして，修正ハフモデルにより

平成 12・17・22 年の各地域から各店舗への買物出

向人口を計算，それに各地域の食料品の消費額を乗

じて，店舗の売上を推定する．その後，それを共変

量とする閉店確率予測手法の説明を行う． 

分析対象は，関東地方で食料品店への近接性の悪

い居住者が多い（注 1），群馬県・栃木県・茨城県の 3

つとした．店舗データは，株式会社商業界より毎年

一回発刊の，日本スーパー名鑑（2001~2011 年版）

により，2000~2010 年度に存在する各食料品店の売

場面積，住所，閉店の有無，既に閉店した場合は閉

店年を集計したものである．なお，本研究での「食

料品店」の定義は，上記の名鑑で扱われる，食品主

体(注 2)のスーパー，GMS（7000 ㎡以上），生協・農

協，ディスカウントストアである．また，店舗位置

は，住所を基に号レベルで緯度経度情報を取得した．

人口データについては，平成 12・17・22 年国勢調

査の町丁・字等別集計結果を用いて，町丁目コード

や名称から各年度のマッチングを行っている． 

 

3.対象地域内の食料品店閉店状況の概観 

図 1 に，2000~2010 年の食料品店数の推移を，図

2 に 2010 年に存在する食料品店と，そのうち 2000

年以降に開店したもの，また 2000~2005 年，

2006~2010 年の期間に閉店した食料品店の分布を

示す．各県の店舗数の推移は，それぞれやや異なり，

群馬県では経年的に減少傾向がある一方で，他 2

県では，2003 年以降増加傾向にある． 

 

閉店店舗は，2010 年時点に多く店舗の立地する前

橋，高崎，宇都宮，水戸，日立など各県の中核的都

市に多くみられる．これらの地域では，2000 年以降

の食料品店の開店も多く，店舗の新陳代謝が盛んで

ある事がわかる．しかし，その一方で，いずれの県

にも店舗が密集せずまばらに立地し，2000 年以降に

開店した店舗が少ないにも関わらず，食料品店の閉

店がみられる地域がある．このような地域では，一

つの店舗の閉店が周辺住民の食料品店へのアクセ

ス悪化につながると考えられる．その閉店の今後の

有無を予想する事は，今後の閉店可能性が高い場合，

食料品の他の経路からの入手可能性の調査など，事

前の対応策を検討するためにも重要であろう． 

 

4，閉店確率予測モデルの手法について 

4-1 修正ハフモデルを用いた店舗の売上推定 

まず，モデルの共変量である各店舗の売上推定を

行う．修正ハフモデルにより，各町丁字から 40 ㎞（注

3）以内にある各店舗への出向確率を求めた． 
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(1)式により算出した，各店舗への出向割合に応じ

た町丁字の人口を乗じることで，各町丁目から各店 

 
図 2 対象地域の食料品店の開閉店と 2010 年の分布 

図 1 対象地域の食料品店数の推移 

Pij…町丁字 i から食料品店 j 
への出向比率 

Aj…食料品店 j の面積        
dij…町丁字 i から食料品店 j の距離  

(1) 



舗への買物出向人口を求めた．さらに，各町丁目の

平成 12，17，22 年の買物出向人口に対応させ，各

県の平成 11，16，21 年の全国消費実態調査による

食料品(注 4)の消費支出額を乗じて計算した，各町丁

目から各店舖への食料品支出額を店舗ごとに集計

し，その合計値を各店舗の各年度の売上推定値とし

た． 

4-2 部分ロジスティックモデルによるモデル化 

 前項で推定を行った各店舗の売上推定値を共変

量として，閉店確率予測のモデルを構築する． 

部分ロジスティックモデルは，Efron（1988）5)や，

辻谷ら（2005）6)による研究が行われており，時間

により変化する共変量を扱い生存データの解析を

行う上で有効な手法として着目されている． 

 店舗 i のある観測時点ݐ௜௟について，l 番目の時間区

間に対する中央値をݕ௜௟ ൌ ሺݐ௜ሺ௟ିଵሻ ൅ ௜௟ሻݐ 2⁄ とする．観

測起点を0=0݅ݐ とし，2000 年以前から存在した店舗

については，2000，2005，2010 年に観測を行うもの

とする．途中の期間で店舗が閉店した場合には，以

降の観測は行われない．また，区間途中で出店した

店舗については，そこを観測起点とし，以降閉店す

るまで，2000 年以前からの店舗と同様に観察を行う．

つまり，店舗の開閉店の時期により時間区間 l の数

は異なり，ここで，店舗 i の最後の時間区間を Li と

する．また，店舗 i の各観測区間の共変量として，

区間 l の冒頭の売上ｘ
௜௟
（注 5）と，上記のݕ௜௟を用いる． 

上記の指標を用いて，l 番目の時間区間のハザー

ド関数を以下の様に定義する． 

݄௜௟ ൌ 1 1 ൅ ௜௟ܽߛሼെሺ݌ݔ݁ ൅ ଴ߚ ൅ ⁄௜௟ሻሽݔଵߚ  

(l=1，2，…,Li) 

γ, ,଴ߚ ଵは，時間区間によらず共通の各共変量に対ߚ

するパラメータである． 

店舗 i の l 番目の時間区間での存続性指標を， 

௜௟ߜ		  ൌ ቊ
1 ሺ店舗݅が時間区間݈で閉店ሻ

0 ሺその他ሻ
 

௜௟ߜ
ᇱ ൌ ቊ

1 ሺ店舗݅が時間区間݈で観測打ち切りሻ

0 ሺその他ሻ
 

と定義し，ここまでの各時間区間と観測時点，共変

量との対応関係を，図 3 に示す． 

 

図 3 共変量と時間区間，存続性指標の関係性 

 

また，店舗 i の時間区間 l-1 までの，死亡または観

測打ち切りに関する指標 Ailを以下の様に定義する． 

௜௟ܣ ൌ ሺ	1݅ߜ, 1݅ߜ
′ , ,2݅ߜ	 2݅ߜ

′ … ,ሺ݈െ1ሻ݅ߜ	 ሺ݈െ1ሻ݅ߜ
′ ሻ 

時間区間 l の冒頭まで閉店のなかった店舗は，時

間区間 l-1 までは閉店がなく，観測も打ち切られな

いため，Ail=(0,0,0,0,…0,0)となる．Ail のもとで，次

の時間区間 l における	ߜ௜௟はベルヌーイ分布 Be(1,	݄௜௟)

に従う事となる．また，  Ail を ௜௟まで広げたߜ	

௜௟ܣ
ᇱ ௜௟ߜ，を用いて(௜௟ߜ		,0…,0,0,0,0)=

ᇱは，推定されるパ

ラメータߛ，β0，β1 に依存しない確率分布݌ሺߜ௜௟
ᇱ ௜௟ܣ|

ᇱ ሻに

従うものとする．すると，ある店舗 i が区間 Liで閉

店が観察される確率分布は，以下の様に表せる． 

      

 

 

これより，全 n 店舗に関する対数尤度は,以下になる． 

ln ܮ ൌ ln Lሺγ, ,଴ߚ ଵሻߚ ൅෍෍ln݌൫݈݅ߜ
′ ห݈݅ܣ

′ ൯

௅௜

௟ୀଵ

௡

௜ୀଵ

 

ただし，上式݈݊ ,ߛሺܮ ,଴ߚ  ．ଵሻは， 次で表されるߚ

ln Lሺγ, ,଴ߚ ଵሻߚ ൌ෍൝෍ lnሺ1 െ ݄݈݅ሻ

௅௜ିଵ

௟ୀଵ

൅ ൯݅ܮ൫݄݅݅ܮ݅ߜ	

௡

௜ୀଵ

൅ 	ሺ1 െ ሻ൫1݅ܮ݅ߜ െ  ൯ൡ݅ܮ݄݅

また，時間区間が 1 つしか存在しない店舗につい

ても，同様に，ベルヌーイ分布に従う仮定が成り立

つとすると，(5)式における和をとる際には Li=1 と

して，右辺の括弧内第 2 項，第 3 項を考えればよい．

そして，(5)式を最大化するパラメータγ, ,଴ߚ ଵの値をߚ

推定し，実際の共変量の値により，各店舗の各時間

区間におけるハザード関数値算出が可能である． 

ൈ ቐෑ݌൬ߜ௜௟
′ฬܣ௜௟
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௅௜

௟ୀଵ
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(4) 

(5) 



ここからは，図 3 を例にとる．本研究の場合，最

新の観測時点(t3)まで生存した店舗について，その最

新観測時点で観測された共変量はパラメータ推定

には用いられていない．そこで，次の未来の観測時

点 t4 を設定する事にする．本来は，t3 と t4 の間の時

間区間の各店舗の閉店の有無の情報があれば，パラ

メータの更新が行われるが，ここではその情報は入

手できない．しかし，時間区間 l1，l2 の情報を用い

て推定したパラメータは期間によらず共通である

ため，t4 を適切に設定する事で，次の t3~t4 の間の時

間区間においても，同じパラメータを用いる事が可

能であると考えられる．この上で，(1)式に最新観測

時点のパラメータを代入し求めた，t3~t4 の間の時間

区間の店舗 i のハザード関数の値を hi3 とすると，時

間区間 l1，l2 で閉店がなかった店舗が次の

t3~t4の間の閉店をする条件付き確率 pi3は， 

௜ଷ݌ ൌ ሺ1 െ ݄௜ଵሻሺ1 െ ݄௜ଶሻ݄௜ଷ 

と推定することが可能である．数値計算の結果は，

学会当日の発表において提示する． 

 

5,今後の課題 

今後の課題としては，まず，前述の手法において，

将来の閉店予測のために，仮定的に t4を設定する事

になるが，それがどこまで先の時点を設定可能であ

るのかを検証する事が挙げられる．本研究で扱うモ

デルでは，新しい情報により各共変量の係数パラメ

ータの値が更新されていくことになるので，その影

響が無視できなくなる時点はどこからなのか，検証

を行う必要がある． 

  また，モデルの妥当性の検証のため，ブートス

トラップ法を用いた，モデル全体の有意性と，共変

量の有意性を検証した上で，分析期間の細分化，新

たな共変量の追加などにより，モデルの精度向上に

努めていきたい． 

 

注釈 

(1) 食料品店までの距離が 500m を超える居住者の

割合が 80%を超えるメッシュ面積の多さから

判断した． 

(2) 食料品の売上が売上高の 15%以上であるもの． 

(3) 平成 22 年道路交通センサスより，各対象県の一

般道の昼間非混雑時平均旅行速度の最大値か

ら，自動車により 1 時間で到達可能な範囲の目

安として用いた． 

(4) 全国消費実態調査の，収支項目の中で，「食料」

項目への消費支出の値から，「外食」項目の消

費支出の値を引いたもの． 

(5) 2000~2005，2000~2010 の間の時点で出店が確認

され,食料品店について，前者は 2000 年の，後

者は 2005 の人口分布から算出した売上推定値

を，共変量とする． 
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